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   名護市建設工事総合評価方式試行要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、名護市が発注する建設工事において、工事の品質確保を目的として、

価格に加えて入札参加資格者の技術力を総合的に評価して落札者を決定する方式（以下

「総合評価方式」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「総合評価方式」とは、価格及びその他の条件が市にとって最

も有利なものをもって申し込みした者を落札者とする方式をいう。 

 （対象工事） 

第３条 総合評価方式の試行の対象とする工事は、指名競争入札に付す工事で、次のいず

れかに該当するもののうちから、名護市建設工事等請負業者選定委員会の議を経て決定

するものとする。 

 ⑴ 入札に参加しようとする者の入札価格と価格以外の要素である企業の技術力等とを

総合的に評価することが妥当と認められる工事 

 ⑵ その他特に必要と認められる工事 

 （学識経験者の意見聴取） 

第４条 市長は、落札者決定基準を定めようとするときは、当該落札基準を定めるに当た

り留意すべき事項を、あらかじめ学識経験を有する２人以上の者の意見を聴かなければ

ならない。 

２ 前項の規定による意見の聴取は、次の各号に掲げる様式により行うものとする。この

場合において、当該様式における評価項目等は、それぞれの総合評価方式による工事ご

とに設定し、適宜修正の上使用することができる。 

 ⑴ 総合評価入札による発注方法等について（意見聴取）（様式第１号） 

 ⑵ 総合評価方式評価表（様式第２号） 

３ 総合評価方式における評価項目等については、工事ごとに定めるものとする。 

 （評価の方法） 

第５条 評価は、標準点及び加算点の合計（以下「技術評価点」という。）を当該入札者

の入札価格で除して得た数値に定数（1,000,000）を乗じた数値（以下「評価値」という。）

をもって行う。 

 （入札に関する通知） 

第６条 市長は、総合評価方式により入札を行おうとするときは、別に定めるもののほか、

次に掲げる事項を通知するものとする。 

 ⑴ 総合評価方式により実施すること。 

 ⑵ 総合評価の方法及び落札者の決定方法 

 ⑶ 評価値の算出を行うための資料の提出を求めること及びその提出期日等 

 ⑷ その他必要と認める事項 

（資料の提出等） 

第７条 入札参加者は、前条第３号に規定する提出期日までに、総合評価に係る資料につ

いて提出しなければならない。 

 （入札の無効） 

第８条 入札参加者が行った次に掲げる入札は、無効とする。 

⑴ 総合評価に係る資料を提出しない者が行った入札 

⑵ 必要提出書類の不備がある者が行った入札 

３ 提出された総合評価に係る資料の訂正及び差し替えは、認めない。 

 （落札者の決定） 

第９条 総合評価方式における落札者は、入札金額が予定価格の制限の範囲内にある者の

うち、評価値が最も高い者とする。ただし、落札者となるべき者が次の各号のいずれか
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に該当するときは、その者を落札者とせず、入札価格が予定価格の制限の範囲内である

他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。 

 ⑴ その者の申し込みに係る価格によってはその者により契約の内容に適合した履行が

されないおそれがあると認めるとき。 

 ⑵ その者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあり著

しく不適当であると認められるとき。 

２ 前項の規定による落札者となるべき者が２人以上あるときは、くじにより落札者を決

定する。 

 （秘密の保持） 

第10条 この要綱に基づき入札者から提出された資料等は、公表しないものとする。 

 （評価結果の公表） 

第11条 市長は、第９条の規定により決定した落札者と契約を締結したときは、遅滞なく、

次に掲げる事項を記載した書面を閲覧に供するものとする。 

 ⑴ 契約の相手方の商号又は名称及び所在地 

 ⑵ 入札者の入札価格 

 ⑶ 入札者の評価の状況 

 （補則） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、総合評価方式に係る様式等の必要な事項について

は、市長が別に定める。 

   附 則（平成20年９月11日告示第82号） 

 この要綱は、平成20年９月11日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

     号  

  年  月  日  

 

        殿 

 

 

総合評価方式入札による発注方法等について（意見聴取） 

 

  名護市建設工事総合評価方式試行要綱第４条の規定に基づき、下記の工事に係る落札

者決定基準について意見を求めます。 

 

記 

 

               工事 

１ 落札者決定基準について 

意見： 

２ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の10の２第５項の規定により、落

札決定するときに改めて学識経験者の意見を聴くことの可否について 

 □ 改めて意見を聴く必要はない。 

 □ 改めて意見を聴く必要がある。 
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様式第２号（第４条関係） 

総合評価方式評価表 

【意見聴取用】 

 評価項目 評価内容 評価基準 配点 得点 

企

業

の

施

工

能

力 

工事の施工実績 
過去 年間の同種工事・類似工事の

施工実績の有無 

⑴ 本県又は市町村発注の同種工事  ／ 

⑵ 本県又は市町村発注の類似工事  ／ 

工事成績 
本市の過去 年間の土木工事成績

評価点の平均点 

⑴  点以上  ／ 

⑵  点以上 点未満  ／ 

⑶  点未満  ／ 

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力 

工事の施工実績 
過去 年間の主任（監理）技術者の

施工経験の有無 

⑴ 本県又は市町村発注の同種工事  ／ 

⑵ 本県又は市町村発注の類似工事  ／ 

保有資格 主任（監理）技術者の保有する資格 

⑴ １級土木施工管理技士又は技術士  ／ 

⑵ ２級土木施工管理技士  ／ 

 
合計  ／ 
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総合評価方式評価表 

【入札用】 

            工事 

№ 商号又は名称 
入 札 価 格 

① 

過去○年間

の施工実績 

過去○年間

の工事実績 

過去○年間

の技術者の

施 工 経 験 

主任（監理）技術者 

の 保 有 す る 資 格 

技 術 評 価 点 
計④ 

①＋② 

評価値 

④／①

×定数 

標準点 

② 

加算点 

③ 

１           

２           

３           

４           

５           

６           

７           

８           

９           

10           

 標準点＝○○ 

 定 数＝○○ 


